
【事務事業編：役場の事務、事業で排出された温室効果ガス排出量の変化】            （単位：ｔ－CO２） 

所管課（室） 
2013年度 

（基準年度） 
2021年度 

増減率 

（対基準年度） 
2022年度 

増減率 

（対基準年度） 

総務課 155.6 186.7 20.0％ 192.0 23.4％ 

企画公室 0 0.3 ― 0.8 ― 

会計課 0 0 0％ 0 0％ 

管財情報課 45.4 31.3 ▲31.1％ 35.3 ▲22.2％ 

危機管理課 43.8 37.1 ▲15.3％ 46.2 5.5％ 

税務課 5.5 4.3 ▲21.8％ 3.0 ▲45.5％ 

住民福祉課 47.2 27.5 ▲41.7％ 33.9 ▲28.2％ 

健康推進課 116.2 57.7 ▲50.3％ 74.6 ▲35.8％ 

産業観光課 33.7 38.5 14.2％ 37.2 10.4％ 

建設課 26.4 16.6 ▲37.1％ 15.6 ▲40.9％ 

上下水道課 978.6 746.3 ▲23.7％ 653.7 ▲33.2％ 

議会事務局 0.8 0.7 ▲12.5％ 0.5 ▲37.5％ 

環境課 130.7 146.1 11.8％ 149.3 14.2％ 

花園地域振興課 176.2 77.4 ▲56.1％ 92.5 ▲47.5％ 

教育総務課 94.7 325.1 243.3％ 334.7 253.4％ 

生涯学習課 344.6 295.1 ▲14.4％ 349.0 1.3％ 

合  計 2199 1991 ▲9.5％ 2018 ▲8.2％ 

（※四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります） 

 

２０３０年度温室効果ガス排出量 目標値 ⇒ 1,077 ｔ-CO2  （※達成まで、あと ▲941 ｔ-CO2） 


